テーマ別分科会：第Ⅰ－③分科会

記録者名前：山下　　勇（全国労政・労委連絡会）

参加者人数：17日午後　166人／18日午前　130人

	プログラム
	17日(金)13：00～16：00

　パネルディスカッション　「雇用の質をどう守る？　行政の役割と労組の役割」

	記　　　録
	　第Ⅰ－③分科会では、最近の雇用不安の根底にある雇用の劣化を克服するため、質の高い雇用の創出と公正労働の確保をどう進めていくかを議論した。

助言者・パネリストからの発言

札幌中小労連・地域労働組合執行委員長　原田　優子

　介護施設の職員を組織する労働組合の立場からの発言。

　介護保険制度下で労働者の低賃金・非正規労働化が進む一方、経営サイドのモラル低下が進んでいる。職員が次々入れ替わり、職場状況が過酷になっているのに、経営側の内部留保は積み上がっている。人が死ななければ物事が変わらないのは悲しい。公共サービスの維持のため、指導権限のある行政は責任を持って取り組んで欲しい。

自治労全国一般評議会特別幹事　田島　恵一

　民間労組や労働審議会委員を務めた立場からの発言。

　非正規の解雇や雇い止めが問題になっているが、非正規労働者は「カナリア」であり、下請けの中小企業労働者、さらに大企業労働者へと拡がっていく。また、今は公務分野でのワーキングプアも増加している。

　公務の労働条件は、公務員だけでなく公共サービスを担う多数の民間労働者の待遇にも影響を与えている。「派遣バブル」崩壊の今、全ての労働者が安心して暮らせる社会を確立するために、公務の労働組合が、組合として、行政として果たすべき使命は大きい。

福岡県北九州労働福祉事務所主幹　有岡　　智

　労政行政の現場の立場からの発言。

　雇用の質の改善のために労働組合の果たす役割は大きい。しかし、都道府県行政の中で「労使関係」に関わる部分は、国の施策もあって大きく後退している。国・自治体への働きかけが必要である。また、自治労として積極的に地域労働運動に関わることは、民間の労働運動の活性化にも大きく貢献するので、ぜひ進めてほしい。

北海道大学大学院教授　道幸　哲也

　最近の「労働」をめぐる状況の特徴点として、「労働についての哲学がない」ことが挙げられる。労働を「コスト」の視点からしか見ない使用者の論理に対して、対抗軸ができないことの根底にそれがある。適正な生活レベルやそれに見合った働き方を確立し、「年収」について議論するには労働組合の存在が不可欠だし、その意味で、公務の組合は民間労働者の組合の活動のモデルにならなければならない。

　公務職場には、様々な職種・労働条件の労働者が混在するため、労働基本権が回復した場合には、職場代表制や組合民主主義など、様々な課題を抱えることになる。その解決の仕方は、民間労組の今後のあり方にも大きな影響を与えることになるだろう。

自治労本部中央執行委員長　岡部　謙治

　昨年末から、年越し派遣村に象徴される雇用問題がクローズアップされているが、

	
	背景には雇用のセーフティネットの弱体化がある。連合の一員として、労働行政の削減に反対し、生活保護と雇用保険の間隙を埋める「第二のセーフティネット」の確立を進めている。

　公務における非正規問題について、自治労は自治体の臨時・非常勤等職員の実態調査を実施し、改善への取り組みの第一歩を踏み出した。人事院は非常勤職員の指針を出したが、公務労協として、政府や人事院へ取り組みを進めていく。

　公務員の労働基本権については、まず団交・協約締結権の回復を重要視している。これは対使用者だけでなく、住民との関係もあるため、交渉の透明性を確保する必要がある。

会場発言

　パネリストへの質問の他に、埼玉県本部の山下さんから、ふじみ野市のプール事故以後の取り組みの教訓として、公契約条例の制定がなかなか進まなくても、行政の契約担当者として可能なことをしていくべきであり、また、業界団体を巻き込んで第三者機関による公正な労賃の決定の取り組みを進めることも可能であると、発言があった。また、八王子自治研究センターからは、自治体と委託企業の労働組合が協働した事例の紹介を、東京職安労組の駒井さんからは国の緊急雇用対策の現状とその評価について、大阪府職の橋本さんからは地域を巻き込んで行政を動かすことの必要性と権利教育ＮＰＯ設立の報告があった。

　雇用問題が深刻化するなかで、自治体非常勤、委託、労働組合としての自治労の課題など、様々な問題が圧縮して議論され、充実したパネルディスカッションになった。

	プログラム
	16：00～17：00

自治研作業委員会　「『地域雇用・就業創出と地域再生 ― 持続可能な地域づくりの

　　　　　　　　　　ための自治体の役割』研究会」報告

　　　　　　　　　　　　　　　佐　口　和　郎（東京大学大学院教授）

	記　　　録
	　金融危機という大きな外生的なショックがあり、調査開始時と今では状況が変わってしまったが、中期的視野を失わずに地域の雇用政策について考えていきたい。自治体が独自の雇用政策に取り組み出したのは2000年前後から。大企業の誘致に成功しているかどうか、産業の展開に役立つ諸資源が豊かであるかどうかに着目し、地域を４つの類型に分類して事例研究を行った。

　報告では、対象とした各地域の事例を簡単にまとめ、さらに現在の雇用状況を踏まえた政策のありかた（雇用調整助成金による一時的な処置、新卒一括採用システムの問題点、企業依存型の労働政策など）など、論点の提示をした。

　時間が短く、質疑応答の時間をほとんど取れなかったのが残念。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～12：00

「レポート発表」

　　①　「公契約条例の取り組み（公正労働社会の実現をめざして）」

　　　　　　北海道本部／自治労七飯町労働組合連合会・執行委員長　杉原　　太

　　②　「神奈川県の外国人労働相談」

　　　　　　神奈川県本部／自治労神奈川県職員労働組合・労働支部　中山　政一

　　③　「『くみあい』で児童養護施設を正常化させたい」

　　　　　　全国一般／全国一般栃木地方本部普恵園支部　石川　浩子

　　④　「今こそ求められる労働教育と就業政策」

　　　　　　北海道本部／全北海道庁労働組合・札幌総支部・労働委員会支部　小林　幸一

　　⑤　「自治体における労働政策」

　　　　　　山梨県本部／甲府市職員労働組合

　　⑥　「職業訓練の灯を消すな　地域を支える職業訓練を守る市民シンポジウムの取り組み」

　　　　　　北海道本部／全北海道庁労働組合・滝川高等技術専門学院支部

	記　　　録
	①　公契約条例の実現に最も近いと言われる七飯町だが、その理念を実際に条例化することの困難さについて報告をいただいた。初日の会場発言にもあったが、状況に

	
	　応じて、現場でできることは何でもやっていくことが必要だと感じた。

②　外国人労働については、マスコミでも一時ほどの取り上げ方をしなくなったが、中間搾取や技能実習生の現状を聞くと、状況は全く変わっていないようだ。行政としては、「相談」を超えてどう一歩を踏み出すかだと思う。

③　初日のパネルディスカッションにも福祉施設の問題が出ていた。児童養護施設や介護施設では、行政サービスを民間の法人が担っているが、そこで働く労働者の労働条件は低く、また、理事者側と話をすることも困難な状況がある。同じ公共サービスを担う者として、行政・組合の両方の立場から何ができるかを考えさせられた。

④　若者といえば「働く意欲がない」等のマイナスイメージばかりが先行しているが、実際には、年次有給休暇や解雇制限など、労働法を知らないことで大変な不利益を被っている現実がある。別の分科会で、教育現場からの発表があったが、学校現場における権利教育を、労働・教育の行政が一緒になって取り組む必要性を感じた。道幸先生のコメントで、「『団交』のゲームソフトをつくる」というお話が面白かった。

⑤　制度上は都道府県に属するとされる労働行政について、踏み込んだ展開を行っている甲府市のレポート。大阪府の豊中市などもそうだが、地域住民の顔の見える基礎自治体で労働行政を行う意味は大きい。ナショナルミニマムの確保が条件ですが、もっと地方が仕事をできるよう、国にも声を上げていくべきだと感じた。

⑥　職業訓練施設の廃止提案に対して、使用者団体を含む地元ぐるみで取り組んだ発表。いくつか質問も出ていたが、「労働組合色を出さなかったことで、地域としての拡がりをだせた」ということをどう評価するかがポイントだと思う。訓練施設は、地域のものづくり拠点であるだけでなく、訓練生の就職先として事業主と特に密接な関係を作っている。そのため、ユーザーである事業主や団体の理解がなければ存続運動は不可能。滝川の事例は、公共サービスの特性に応じた運動展開の１つとして、捉えるべきだと思う。


全体の印象、感想

	

	　沖縄自治研までは、「地域再生・まちづくり」分科会の中に雇用分科会があったが、今回の北海道自治研から「地域の公共の力を探求する」分科会に移り、議論の中心が「雇用創出」から「非正規労働」や「労使関係」中心に変わった印象だ。

　派遣村などに象徴される社会状況や、自治労の実施した臨時・非常勤等職員の実態調査の発表なども背景にあり、行政として労働組合として雇用問題にどう取り組むか、様々な議論が出た。全体として、非常に活発な分科会になったと思う。

　次回に向けて、労働行政の課題である雇用創出や労使関係安定についての問題、公契約条例に代表される「発注者としての」行政の問題、自治体内の非正規労働である臨時・非常勤等職員の課題、労働組合として自治労が取り組むべき政策要求や民間労組との連帯など、多様な論点を整理しつつ、より具体的な政策に繋げて行けたらと思う。
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